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さよなら原発いばらきネットワーク主催 広域避難計画連続学習会（2022.2.5）    茨城県議会議員 江尻加那 

 

東海第二原発 再稼働の是非を決めるのは県民 

 

 
住民の命と尊厳を守る避難は不可能 

 

再稼働に｢賛成｣の人でも、 

｢避難計画はなくてもいい｣とは言えません。 

知事･市町村長、議会のどれか一つが 

｢反対｣すれば再稼働は不可能 

 

県民の声を聞けば「反対」しかない 

東海第二原発再稼働の賛否を問う県民投票条例案が提案・

審議・否決された県議会（２０２０年６月） 



２０２１衆院選に合わせて茨城県内有権者を対象に茨城新聞社が行った世論調査（2021.10．29） 

２ 



▼知事が再稼働の是非を判断する｢３つの条件｣ 

 ① 東海第二原発の安全性の検証 

 ② 実効性ある避難計画の策定 

 ③ 県民への情報提供 
 

▼誰が避難計画の｢実効性｣を判断するのか？ 
 ○ 原子力規制委員会   ・・・ 新規制基準適合審査において、避難計画は審査の「対象外」 

 ○ 市町村・県の防災会議 ・・・ 会議会長は知事・市町村長、委員は知事・市町村長が任命 

 ○ 市町村議会、県議会  ・・・ 避難計画は「議案提案」も「採決」なし 

 ○ 県民         ・・・ 住民説明会、パブリックコメント、避難訓練 etc  
 

▼避難計画は何のために作るのか？ 
 ○ 住民の生命、身体及び財産を原子力災害から保護するため  

 ○ 放射線被ばくによる重篤な確定的影響を回避し又は最小化するため  

  →ＰＡＺは、放射性物質の環境への放出前から予防的な広域避難を準備・実施する。 

  →ＵＰＺは、予防的な屋内退避を原則実施する。 
 

３ 

県民､避難計画を策定する１４市

町村､県議会の意見を聞いて判断

する（県民の意見を聞く方法は今後検討） 



４ 



屋外滞在時 

原子力災害発生時の防護措置  

―放射線防護対策が講じられた施設等への屋内退避― について［暫定版］  

内閣府（原子力防災担当） 日本原子力研究開発機構 原子力緊急時支援・研修センター  

令和２年３月  

５ 



６ 

茨城県新型コロナウイルス感染症を踏まえた避難所運営マニュアル策定指針 



茨城県新型コロナウイルス感染症を踏まえた避難所運営マニュアル策定指針 

７ 
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９ 

日本共産党茨城県議団作成 
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日本共産党茨城県議団作成 



茨城県新型コロナウイルス感染症を踏まえた避難所運営マニュアル策定指針（令和３年９月改定） 

（例１）パーティションテントを活用したレイアウト 

 ○総面積７２０㎡（３０ｍ×２４ｍ） ○収容可能人数＝２３６人 ○１人あたりの居住面積（通路含む）約３．０㎡／人 
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茨城県新型コロナウイルス感染症を踏まえた避難所運営マニュアル策定指針（令和３年９月改定） 

（例１）パーティションテントを一部活用したレイアウト 

 ○総面積７２０㎡（３０ｍ×２４ｍ） ○収容可能人数＝２０６人 ○１人あたりの居住面積（通路含む）約３．５㎡／人 
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茨城県新型コロナウイルス感染症を踏まえた避難所運営マニュアル策定指針（令和３年９月改定） 

（例１）テープ等による区画表示をしたレイアウト 

 ○総面積７２０㎡（３０ｍ×２４ｍ） ○収容可能人数＝１６０人 ○１人あたりの居住面積（通路含む）約４．５㎡／人 
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内閣府防災 新型コロナウイルス感染症対策に配慮した避難所運営のポイント 
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避難計画をつくるのは１４市町村だけでいいのか？ 

↓ 

ＰＡＺ・ＵＰＺ圏内にある 

病院入院者・社会福祉施設入所者の避難計画も必要 

医療機関 

 

３９施設 

１１９施設 

作成率 

３２.８％ 

高齢者施設 
特養ﾎｰﾑ・老健施設 

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ・有料老人ﾎｰﾑ 
 

２４４施設 

４３９施設 

作成率 

５５.６％ 

障害者施設 

 

１９施設 

２９施設 

作成率 

６５.５％ 

 

１６施設 

１６施設 

作成率 

１００％？ 

救護施設 

 

１施設 

２施設 

作成率 

５０.０％ 

福祉施設 計４８６施設のうち作成済２８０施設（作成率５７.６％） 
令和3年9月1日現在 
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「避難計画を作らなくていい」のはどんな時？ 

↓ 
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※原子力規制委員会規則の運用に係る訓令（平成25年7月8日）・・・発電用原子炉の運転とは、  

 原子炉が臨界の状態にあることをいい、通常の運転のほか試運転及び調整運転が含まれる。 
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